














博士後期課程 3 年 中岡 真紀 
 
１．はじめに 
 2002 年 11 月、我が国日本はシンガポールと初の地域貿易協定を締結した。日シンガポール経済連携協定である。本
来日本は世界貿易機関（World Trade Agreement : WTO）の政策を優先しており、地域貿易協定の締結には消極的であ
った。しかし世界貿易機関における多国間貿易交渉（Round）が停滞している中、各国は地域貿易協定の締結を推進して
いった。他国の地域貿易協定を見てみると、南米では 1991 年に南米南部共同市場（Mercado Comun del Sur : 
MERCOSUR）、1993 年には東南アジア諸国連合（Association of Southeast Asian Nations : ASEAN）がASEAN 自由
貿易地域（ASEAN Free Trade Area : AFTA）を発効、1993 年にマーストリヒト条約によって形成された欧州連合
（European Union : EU）はその参加国を拡大していき、多くの国及び地域と地域貿易協定を締結している。先般話題の
英国の EU 離脱問題は、移民問題に端を発しているが、EU を離脱することにより EU 経済と距離を置くことになり、
EU がそれまでに締結してきた多くの国・地域との地域貿易協定によって享受される便益も手放すことになる。北米では





 本論の構成は、第 2 章で地域貿易協定の概要を見る。第 3 章では我が国の地域貿易協定を概観する。第 4 章は先行研






1. 1994 年の関税及び貿易に関する一般協定（General Agreement on Tariffs and Trade : GATT）第24 条に準拠してい
ること。 
2. 開発途上国の場合は授権条項を満たしていること。 
3. サービスの貿易に関する一般協定（General Agreement on Trade in Services : GATS）第5条に準拠していること
（サービスを含む協定の場合）。 
4. 透明性の原則。 
5. WTO 法及び実務に従うこと。 

























 GATT第24 条の定義における「実質上すべての貿易」に関しては我が国では 2005年10 月の「WTO ルール交渉にお
ける日本提案（TN/RL/W/190）」3において貿易額の90％を対象とすることを提案している。また「妥当な期間内」に関
しては、GATT第24 条5 において、「例外的な場合を除くほか、10 年を超えるべきでない」とあり、我が国もそれに準
じている。 
 また、前述のように地域貿易協定にはWTO 上いくつかの種類に分類される。関税同盟（Customs Union : CU）、経
済統合協定（Economic Integrate Agreement : EIA）、自由貿易協定（Free Trade Agreement : FTA）、部分的自由化協









WTO RTA DATABASEより筆者作成 
 
2 外務省ホームページ 日本のFTA戦略より引用 












































6 外務省ホームページ シンガポール共和国基礎データより 
7 外務省ホームページ メキシコ合衆国基礎データより 
8 経済産業大臣より割当を受けた者のみが対象関税で輸入できるもの 
発効日 締約国 TYPE 備考










































関税率の削減が行われ、15 年目に23.5％となる。牛肉（冷凍）の場合は、当初 30.3％の関税率が最終18 年目に19.5％
まで削減される。このように段階的に削減される品目に関しては、先に発効した協定の方が削減ステージが早いため、日
オーストラリア経済連携協定はTPP交渉に刺激され、締結に至った経緯がある。その後も多国間地域貿易協定の発効が
続く。2018 年12 月には環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定（Comprehensive and Progressive 
Agreement for Trans-Pacific Partnership : CPTPP）、いわゆるTPP11 が発効した。当初 12 ヶ国で交渉中であったが、
米国が離脱したことにより、11 ヶ国9となった。更に2019 年2 月には日EU 経済連携協定が発効している。当初は近隣
諸国や地域貿易協定先進国との二国間地域貿易協定が多かったが、次第に多国間との交渉になっていき、経済圏は大型化
していった。現在も東アジア地域包括的経済連携（Regional Comprehensive Economic Partnership : RCEP）10の交渉
が行われている。 










































1 輸入国 多国間 2国間 合計 輸入国 多国間 2国間 合計 輸入国 多国間 2国間 合計
2 オーストラリア 78,908,089 8,245,463 87,153,552 オーストラリア 50,931,487 30,495 50,961,982 オーストラリア 27,976,602 8,214,968 36,191,570
3 カナダ 8,619,210 8,619,210 ニュージーランド 3,309,815 3,309,815 カナダ 5,524,933 5,524,933
4 ニュージーランド 6,852,301 6,852,301 カナダ 3,094,277 3,094,277 ニュージーランド 3,542,486 3,542,486
5 メキシコ 3,798,631 3,798,631 メキシコ 1,439,719 1,439,719 メキシコ 2,358,912 2,358,912
6 ポーランド 274,468 274,468 フランス 33,115 33,115 ポーランド 274,468 274,468
7 アイルランド 71,083 71,083 アイルランド 23,565 23,565 アイルランド 47,518 47,518
8 フランス 38,040 38,040 イタリア 17,595 17,595 オランダ 7,768 7,768
9 イタリア 21,422 21,422 オランダ 730 730 オーストリア 5,227 5,227
10 オランダ 8,498 8,498 英国 700 700 フランス 4,925 4,925
11 オーストリア 5,227 5,227 イタリア 3,827 3,827
12 チリ 1,043 1,043 チリ 1,043 1,043
















CPTPP より高い関税率となっている。日EU は今年度は 26.7％となっており、最終は 9％まで削減される予定である。
この税率を見ると、地域貿易協定利用額が説明可能となるのではないだろうか。オーストラリアは 2 国間のEPA を利用


















































 また地域貿易協定は発効されると即利用できるものではない。利用するに当たっては条件がある。その 1 つが原産地
規則である。原産地とは物の国籍であり、原産地規則とはその基準をルール化し設定したものである。以前より世界税関











































品の名称及び分類についての統一システム（Harmonized Commodity Description and Coding System）に関する国際







 実行関税率表第 2 部は肉及び食用のくず肉という部になる。上から 2 桁（類）は 02 は肉及び食用のくず肉となり、
0201 はそのうちの牛の肉（生鮮のもの及び冷蔵したもの）となる。更に細分化され 0201.10 は牛肉（生鮮のもの及び冷
蔵したもの）の内の枝肉及び半丸枝肉となる。各地域貿易協定の原産地規則を見てみると、日メキシコ経済連携協定で





ている。CC は上位2 桁の関税分類変更（Change of Chapter）であり、日メキシコ経済連携協定と同様の原産地規則と
なる。日 EU 経済連携協定は生産において使用され第 1 類及び第 2 類のすべの材料が締約国内において完全に得られる
ものであること、とあり、当該国で生育し、加工された牛肉のみが原産地規則を満たすことになっている。日メキシコ、



































































































































か。例えば日ASEAN 包括的経済連携協定の原産地規則を例に見てみる。実行関税率表 6205.30 男性用シャツ（人造繊
維製のもの）の原産地規則は、「CC（第5007 項、第5111 項から第5113 項までの各項、第5208 項から第5212 項まで







































































析で対象とする地域は ASEAN、ASEAN+3、ASEAN+6、APEC、（ASEAN+1 FTA）×3、（ASEAN-1 FTA）×6 な














表6 FTA の貿易創出及び貿易転換効果（被説明変数：貿易額） 
 
1％及び5％有意水準のみ記載  “TC”…貿易創出効果、 ”TD”…貿易転換効果  




ナスは 13 の分類のうち４のみとなっている。AFTA においては貿易創出効果が 12 認められており、こちらも機械全般
はプラスとなっている。貿易転換効果もマイナスが 9 ある。NAFTA 及び ASEAN においては地域貿易協定の締結によ
り生産ネットワークが形成されていることになるのであろうか。MERCOSURはNAFTA 同様貿易転換効果でマイナス
となっている分類が4つある。COMESA（Common Market for Eastern and Southern Africa）においては資源及び機
械類全般に貿易転換効果が確認できる。このように見ていくと分類別に貿易創出及び貿易転換効果を見ることができ、各
地域貿易協定の特徴が出ているのではないだろうか。 
 Hayakawa, Laksanapanakul, Mukunoki and Urata（2018）では、貿易自由化は様々な経済効果をもたらすことを前





規則効果）とする。この2つの効果を別々に分析している。分析利用データはタイにおける 2007 年から2011 年の企業
別のデータであり、企業情報、支店情報、輸出国、HS8 桁のタイの輸入及び関税ラインであり、分析対象をASEAN 韓
国地域貿易協定（Framework Agreement on Comprehensive. Economic Cooperation Korea : AKFTA）からの輸入とし
ている。企業の選択としては、①関税マージン（MFN 関税とFTA 関税の差）が0 より大きければ大きいほど企業はFTA
を利用、②RoO コストが高い場合はMFN を利用することを選択、よって生産性の高い企業はFTA を利用することにな





TC TD TC TD TC TD TC TD TC TD
肉類・調整品 1.82 1.41 -0.73 -0.95
穀物・調整品 0.30 -0.39 0.42 0.90 0.55
果実・野菜 0.25 1.41 -0.12 -0.48 0.57 0.49 0.91
木材・コルク
織物用繊維 -0.25 -0.42 1.13 1.17 0.57 0.62 0.65 -0.79 0.52
石油・石油製品 -0.34 0.56 0.40 0.33
有機化学品 -0.40 -0.18 0.32 0.94 -0.22 0.39 2.26 0.15
無機化学品 -0.27 -0.17 0.20 0.62 -0.41 0.67 -0.29 0.88 -0.43
医薬品 0.31 0.18 -0.44 1.31 0.31 2.29 -0.29
木製品・コルク製品 -0.15 0.18 1.09 0.46 -1.65 0.29 1.55 1.61 -0.43
繊維製品 0.21 1.01 0.27 0.23 1.18 0.81 1.21
鉄鋼 -0.24 0.56 0.48 -0.12 2.53 -0.36
非鉄金属 -0.16 -0.12 0.24 -0.78 1.68 -0.30
一般機械 -0.26 0.43 1.06 0.18 0.78 -0.29 1.03 0.11 0.77 -0.44
事務機器 -0.50 -0.34 0.19 1.83 -0.19 -0.46 1.74
通信機器 0.80 0.35 1.83 -0.14 0.76 0.97 -0.27 1.13 -0.50
電機製品 -0.12 0.28 1.02 0.37 0.47 0.10 0.87 -0.12 1.24 -0.68
輸送機器 0.93 0.40 2.42 1.31 -0.39 1.03 0.29 -0.81
衣類 -0.45 0.37 0.67 -0.14 -0.83 -0.54 1.45 0.34 0.64 -0.61
精密機器 0.37 1.71 0.32 1.11 -0.38 1.14 -0.17 0.85 -0.43
分類






（2015）では地域貿易協定と直接投資の効果を実証分析している。また日メキシコ FTA における FTA の影響を推計し








2008 年から2016 年であり、輸入と輸出で分析をした。データはUN COMTRADE より各国の輸入額及び輸出額、World 
Development Indicator よりGDP、一人当たりGDP、Centre d’Etudes Prospectives et d’Informations Internationales
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MERCOSUR は 1％有意となり、域内から活発に輸入が行われていることが確認できた。ASEAN はグローバル・バリ
ューチェーンとして ASEAN 域内で国を跨いで生産を行っている企業も多い。部品の供給や製品の組立てなどで貿易が
盛んにおこなわれているかもしれない。GCC は中東で原油産出国の影響かと思ったところ、一番輸入されているものは
宝飾品（実行関税率表第 71 類）が多かった。宝飾品の仲介が多いのであろうか。MERCOSUR は ASEAN と同じよう
にグルーバル・バリューチェーンの仕組みに当てはまるかもしれない。輸入においては車両関連（実行関税率表第 87 類）
が多く、次に穀物（第10 類）、機械関連（第87 類）が続く。しかし、NAFTA 及びEU15 は有意とはならなかった。現
在も問題となっている米中貿易戦争など、域外からの輸入が多いということであろう。EU15 においても同様ではないだ
ろうか。輸入においては、開発途上国等生産コストが安い国から安く輸入したいという意図が働くことは確かである。た




(1) (2) (3) (4) (5) (6)


































































































修正済決定係数 0.684 0.686 0.685 0.681 0.683 0.683
標準誤差 0.252 0.261 0.252 0.206 0.214 0.21




























































































































決定係数（within） 0.685 0.687 0.686 0.682 0.683 0.683
　　　　　　（between） 0.659 0.662 0.660 0.658 0.660 0.660
　　　　　　（overall） 0.684 0.686 0.685 0.681 0.983 0.683
標準誤差 0.252 0.261 0.252 0.207 0.214 0.211
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